
１ 支援組織概要 

組織名：井田共和会第４町会      （中原区）  世帯数：約 1,900 世帯

２ 取組概要

 町会独自で回覧板を活用し、要援護者自身の希望による名簿作成を行っています。名簿登載に当たっ

ては個人情報の外部提供に同意していただく方のみとし、関係支援者で共有するとともに、町会で保有

している防災倉庫２箇所にもリストを保管し、災害時には駆けつけられる方が名簿を取り出し、安否確

認などに活用することとしています。

 当町会は、１１班１６グループがあり、それぞれ正副防災担当者が地区内の要援護者の平常時からの

支援者となっています。

３ 取組経過等

 平成６年に自主防災組織を結成し、町内のハザードマップ作成や井田小学校区での３町内会合同防災

訓練の実施を通じて地域全体の防災対策に取り組んできました。

平成２１年頃から、災害時要援護者支援の検討を始め、当初は町会役員に驚きをもたれましたが、概

ね好意的に受け入れてもらい、制度の仕組みや登録様式など、様々な会員の意見を取り入れながら平成

２４年度から運用を開始しました。初年度は、要援護者の反応も多くありませんでしたが、制度の認知

とともに現在まで登録者は増加を続けています。

４ 取組詳細

１ 登録者数・・・ ９８名

２ 支 援 者・・・ 約３０名   要援護者１名当たり、平均２人程度

＊ 班ごとの正副防災担当者を支援者としています。

３ 取組方法

＜初回訪問＞

  ・名簿の作成が完了した後、各班の正副防災担当者が登録者を訪問します。

  ・登録時に氏名、身体の状況、連絡先、かかりつけ病院、緊急時の連絡先、居住環境、支援が必要

な程度、支援に必要な用具等を記入してもらっており、内容の確認をしています。

  ・班の防災担当者の名前と電話番号を記載したシールを配布し、要援護者の電話に貼っていただい

ています。

 ・災害時の支援を保証するものではなく、地域の方の可能な範囲での活動となることを確認し

ています。

＜平常時の対応＞

 ・年１回、回覧板により新規登録者の募集と併せて、既存の登録者に登録更新の確認を行い、

要援護者の自宅を訪問しています。

 ・回覧板による更新の意思表示がない場合も、訪問等により意思確認と併せ、要援護者の状況

確認を行っています。

 ・年２回の防災班長会議や役員理事会等で、支援する側へ取組内容の周知を図っています。

災害時要援護者避難支援制度の取組事例



＜災害発生時の対応＞

  ・まずは支援者自身の安全確保、次に家族の安全確保を行った上で、名簿に基づいて安否確認等を

行うこととしています。

  ・名簿は一覧表は班の正副防災担当者が保有しており、詳細情報が記載された個票を含めたものは、

町会の防災担当副会長と、２箇所に設置している町会の防災倉庫に保管しています。

  ・大規模災害時には、避難所に避難した後、名簿上、避難が確認できない場合や安否がわからない

場合に、地域全体で要援護者の安否確認などの活動を行います。

５ 工夫している点

 ・要援護者の住まいを地図にプロットし、視覚的にすぐに活動に役立てるようにしています。

 ・要援護者の方の登録申請には、特段要件を設けておらず、自身が必要と判断される場合には広く登

録を認めています。

 ・防災訓練の際に、要援護者役を設け、実際にリヤカーを用いた搬送訓練のメニューを組み入れる等、

災害時にも円滑に対応できるように備えています。

 ・防災訓練の会議、臨時役員会、毎月の役員理事会などで制度の説明や取組内容を周知することで、

地域全体での取組を促しています。

 ・民生委員児童委員は、その活動に係る個人情報の取扱いで慎重を期する場合があるため、取組とし

ては町内会単独の取組としています。

 ・要援護者の登録と併せ、「災害救援ボランティア」の募集を行っており、医療、消火、炊出し、力仕

事、介護、子守など、住民一人ひとりのできることを事前に申請してもらい、地域の人的資源の把

握に努め、いざという際の協力をお願いしています。

 ・災害救援ボランティアの顔合わせ会で、要援護者支援の制度説明を行い、地域での助け合いの拡大

を図っています。

 ・災害時、要援護者が支援が必要な場合に周囲に助けを求められるよう、ホイッスル等の配布を予定

しています。

６ 取組成果                      

・支援者のみではなく、機会を捉えて町内会活動の中で要援護者支援の取組を行っていることを

皆さんにお知らせしていたことから、制度への理解が広がり、地域ぐるみで要援護者への見守

りをしようという声が上がっています。

・毎年、回覧板等で継続して周知してきたことで、要援護者の方へも制度が浸透してきており、

年々登録者が増加しています。

・災害救援ボランティア制度も併せて実施することで、７５名の登録者を中心に地域全体の防災

意識向上が図られています。



７ その他

○ 町内会回覧板での「災害時要援護者の登録申請」、「災害救援ボランティアの募集」に関する様式

○ 自己申請の際に記入していただく様式



○ 平成２７年度土砂災害を想定した防災訓練


